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規 則

建築士法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

建築士法施行細則の一部を改正する規則
建築士法施行細則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改正する。
第１条から第３条までを次のように改める。
（ 旨）
第１条 建築士法（昭和 年法律第 号。以下「法」という。）の施行については、建築
士法施行令（昭和 年政令第 号）、建築士法施行規則（昭和 年建設省令第 号。以
下「省令」という。）及び北海道建築士法施行条例（昭和 年北海道条例第 号）に定め
るもののほか、この規則の定めるところによる。
第２条及び第３条 削除
第４条第１項中「戸籍抄本」の次に「及び法第７条第２号に該当しない旨の登記事項証明
書（後見登記等に関する法律（平成 年法律第 号）第 条第１項に規定する登記事項証
明書をいう。）」を加える。
第９条の見出しを「（免許の取消しの申請及び免許証の返納）」に改め、同条第１項中
「第９条後段」を「第９条第１項第１号」に、「取消を」を「取消しを」に改め、同条第２
項中「死亡し、又は失そう宣告」を「失踪

そう

の宣告」に、「死亡又は失そうの届出義務者は、
死亡又は失そう」を「失踪の届出義務者は、失踪」に改め、同条第３項を次のように改める。
３ 二級建築士又は木造建築士が法第９条第１項（第１号及び第２号を除き、第３号にあっ
ては法第８条の２第３号に掲げる場合に該当する場合に限る。）又は法第 条第１項の規
定により免許を取り消された場合においては、取消しの通知を受けた日から 日以内に、
免許証を知事に返納しなければならない。
第９条第４項を削る。
第 条第２項中「指定試験機関が」を「法第 条の 第１項の規定により知事が指定した
者（以下「指定試験機関」という。）が」に改める。
第 条の見出し中「措置」を「措置に関する報告書」に改め、同条第１項を削り、同条第
２項中「前項の規定により措置」を「法第 条の２第２項の規定により同条第１項に規定す
る知事の職権」に改め、同項を同条とする。
第 条中「第 条の６」を「第 条の７」に改める。
別記第１号様式中「抄本）」の次に「及び建築士法第７条第２号に該当しない旨の登記事
項証明書」を加え、
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「
１ 後見開始又は保佐開始の審判を受けていますか。 いる□ いない□

２ 一級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を取り消されたことがあ
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改める。
別記第８号様式中「第 条の６」を「第 条の７」に改める。
附 則

この規則は、平成 年６月 日から施行する。ただし、第４条第１項及び別記第１号様式
の改正規定は、同年 月１日から施行する。

建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

建築基準法施行細則の一部を改正する規則
建築基準法施行細則（昭和 年北海道規則第９号）の一部を次のように改正する。
第２条第３項中「第 条の２」を「第 条」に改める。
第４条第２項中「及び第 条第６項（法第 条の２又は第 条第１項若しくは第２項にお

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）」を「（法第 条の２又は第 条第１項若しく
は第２項において準用する場合を含む。）、第７条の３第４項（法第 条の２又は第 条第
１項において準用する場合を含む。）、第 条第 項（法第 条の２又は第 条第１項若し
くは第２項において準用する場合を含む。）及び第 条第 項（法第 条の２又は第 条第
１項において準用する場合を含む。）」に、「第 条第 項第１号」を「第 条第 項第１
号」に改める。
第６条第１号中「第 条第 項第１号」を「第 条第 項第１号」に改める。
第 条を削る。
第 条の２中「第 条の２第３号ハ」を「第 条第３号ハ」に改め、同条第１号中「第
条の２第３号」を「第 条第３号」に改め、同条第２号中「第 条の２第４号」を「第 条
第４号」に改め、同条を第 条とする。
第 条第１項第１号中「昭和 年法律第 号」を「昭和 年法律第 号」に改める。
第 条の３第１項中「第 条第２号イ又はロ」を「第 条第１号から第３号まで」に改め
る。
第 条第１項中「第 条の２」を「第 条」に、「第 条の３第３号」を「前条第３号」
に改め、同条第２項を削る。
第 条を削る。
第 条の２第２項中「別記第 号様式の３」を「別記第 号様式」に改め、同条を第 条

とする。
第 条を第 条とし、第 条の次に次の１条を加える。
（報告に関する書類の保存期間）
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１ 後見開始又は保佐開始の審判（禁治産又は準禁治産の宣告もこれに該当
するとみなされます。）を受けていますか。 いる□ いない□
２ 禁錮

こ

以上の刑に処せられたことがありますか。 ある□ ない□
あるときはその罪及び刑
あるときはその刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった
日 年 月 日
３ 建築士法の規定に違反して、又は建築物の建築に関し罪を犯して罰金の
刑に処せられたことはありますか。 ある□ ない□
あるときはその罪及び刑
あるときはその刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった
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５ 建築士法第 条第１項の規定による業務の停止の処分を受け、その停止
の期間中に建築士法第９条第１項第１号の規定により一級建築士、二級建
築士又は木造建築士の免許を取り消されたことがありますか。
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第 条 省令第６条の３第５項第２号の特定行政庁が定める期間は、同条第２項第７号及び
第８号の書類の提出を受けた日から同日後最初に到来する第 条第１項及び第 条第３項
に規定する報告の時期の期間の末日（当該期間内に省令第６条の３第２項第７号及び第８
号の書類の提出がなかったときは、当該書類の提出を受けた日）又は当該報告に係る建築
物等が滅失し、若しくは除却された日のいずれか早い日までの期間とする。
別記第 号様式の２を削る。
別記第 号様式の３中「（第 条の２関係）」を「（第 条関係）」に改める。
別記第 号様式を削り、別記第 号様式の３を別記第 号様式とする。
別記第 号様式の２を削る。

附 則

この規則は、平成 年６月 日から施行する。

告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、平成 年６月７日、当
別土地改良区の定款の変更を認可した。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第３項の規定により、次の土地改良施設
に係る管理規程の変更を認可した。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
土 地 改 良 区 名 土 地 改 良 施 設 名 管 理 規 程 の 概 要
オロロン土地改良区 羽 幌 ダ ム 維持、操作その他管理について必要な事項を定めている。
同 羽 幌 頭 首 工 同
同 築 別 頭 首 工 同
同 六 線 沢 た め 池 同
同 有 明 頭 首 工 同
同 有明７線沢頭首工 同
同 栄 第 １ 頭 首 工 同
同 栄 第 ２ 頭 首 工 同
同 栄 第 ３ 頭 首 工 同

同 栄 第 ４ 頭 首 工 同
同 栄 ２ 第 １ 頭 首 工 同
同 栄 ２ 第 ２ 頭 首 工 同
同 栄 ２ 第 ３ 頭 首 工 同
同 新 生 第 １ 頭 首 工 同
同 新 生 第 ２ 頭 首 工 同
同 南 千 代 田 頭 首 工 同
同 北千代田第１頭首工 同
同 北千代田第２頭首工 同
同 南明里第１頭首工 同
同 南明里第２頭首工 同
同 南明里第３頭首工 同
同 南明里第４頭首工 同
同 南明里第５頭首工 同
同 北 明 里 頭 首 工 同
同 大 沢 頭 首 工 同
同 共 成 第 １ 頭 首 工 同
同 共 成 第 ２ 頭 首 工 同
同 共 成 第 ３ 頭 首 工 同

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のとおり土地改
良事業の工事の完了の届出があった。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
事業主体名 地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
北 斗 市 白 川 基盤整備促進［基盤整備］（暗きょ） 平成
同 同 同 （区画整理） 同

北海道告示第 号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和 年法律第
号）第 条の２第３項の規定により公告する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
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東 開 発 ほ場整備［担い手育成型［区画整理型］］（ほ場整備） 平成
下 の 湯 ため池等整備［用排水施設整備］ 同

（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
３ 江差都市計画公共下水道に係る事項

都市計画の種類 下水道
都市計画の名称 江差公共下水道
変更する部分
排水区域
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和 年
法律第 号）第 条の規定による通知があった。

平成 年６月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 解除予定保安林の所在場所 中川郡本別町美里別 の１、 の から の まで
２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
３ 解 除 の 理 由 農道用地とするため

北海道告示第 号

都市計画法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
その都市計画の図書は、北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置いて一般の縦覧に

供する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 網走都市計画道路に係る事項

都市計画の種類 道路
都市計画を定める土地の区域
種 別 名 称 起 点 終 点 主 な 経 過 地
幹線街路 ３ ４ 号 中 央 通 網走市南８条東 網走市海岸町 網走市北６条東

１丁目 １丁目
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２ 静内都市計画道路に係る事項
都市計画の種類 道路
都市計画を定める土地の区域
種 別 名 称 起 点 終 点 主 な 経 過 地
幹線街路 ３ ４ ２号 大 通 新ひだか町静内 新ひだか町静内 新ひだか町静内

駒場 入船町 御幸町２丁目
幹線街路 ３ ４ ３号 ときわ通 新ひだか町静内 新ひだか町静内 新ひだか町静内

本町４丁目 神森 ときわ町１丁目
幹線街路 ３ ４ ４号 御 幸 通 新ひだか町静内 新ひだか町静内 新ひだか町静内

木場町２丁目 旭町１丁目 本町１丁目

支 庁 告 示

北海道宗谷支庁告示第１号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、 年４月 日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。
平成 年６月 日

北海道宗谷支庁長 横 内 英 一
１ 入札に付する事項

調達をする物品等の名称及び数量
ア ロータリ除雪車 １台
交換契約によりロータリ除雪車１台（ 級）を契約の相手方に供し、ロータリ

除雪車１台（ ・ 級）を当該契約の相手方から調達する。
イ 除雪トラック ４台
交換契約により除雪トラック４台（ 級３台、７ 級１台）を契約の相手方に供

し、除雪トラック４台（ 級、 × 、 ・ ・ 付３台、 ・ 付１台）を当該契約
の相手方から調達する。
ア及びイについては、それぞれの入札とする。
調達をする物品等の仕様等 入札説明書による。
納 入 期 日 平成 年 月 日
納 入 場 所
ア 北海道稚内土木現業所歌登出張所
イ 北海道稚内土木現業所事業部事業課 ３台
北海道稚内土木現業所歌登出張所 １台

２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。
平成 年北海道告示第 号に規定する物品の購入の資格を有すること。
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道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
当該物品調達又はこれと同等の類似品等に係る相当数の納入実績等があることを証明
した者であること。
当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい
ることを証明した者であること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
この入札は、地方自治法施行令（昭和 年政令第 号）第 条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の 及び に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。
ア 申 請 の 時 期 平成 年６月 日から７月９日まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号 稚内市末広４丁目２番 号

北海道稚内土木現業所企画総務部総務課
審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。

４ 契約条項を示す場所
北海道稚内土木現業所企画総務部総務課

５ 入札執行の場所及び日時
入 札 場 所 稚内市末広４丁目２番 号 北海道宗谷合同庁舎３階入札室

（郵送による場合は、郵便番号 北海道稚内土木現
業所企画総務部総務課）

入 札 日 時 平成 年７月 日 午後２時（郵送による場合は、平成 年
７月 日までに必着）

開 札 場 所 に同じ。
開 札 日 時 に同じ。

６ 入 札 保 証 金
平成 年北海道告示第 号の１の 及び による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
交 付 場 所 北海道稚内土木現業所企画総務部総務課
交 付 方 法 の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、 ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量 グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手を添えて、 に申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否

平成 年北海道告示第 号の２の のア及び３の による。
９ そ の 他
平成 年北海道告示第 号の４の 、 、 、 、 、 及び によるほか、次によ

る。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道稚内土木現業所企画総務部総務課
所 在 地 郵便番号 稚内市末広４丁目２番 号

電話番号

．

．
．

道教育庁宗谷教育局告示

北海道教育庁宗谷教育局告示第７号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、 年４月 日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。
平成 年６月 日

北海道教育庁宗谷教育局長 富 谷 功
１ 入札に付する事項

調達をする物品等の名称及び数量
ア パーソナルコンピュータの賃貸借（ 台）一式（１月当たりの単価）
（高等学校普通科 台）
イ パーソナルコンピュータの賃貸借（ 台）一式（ 月当たりの単価）
（商業科総合文書処理装置 台）
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調達を要する物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。
契 約 期 間
ア 平成 年９月３日から平成 年８月 日まで。ただし、予算の範囲内で、当該契約
期間を変更することがあり得る。
イ 平成 年９月３日から平成 年８月 日まで。ただし、予算の範囲内で、当該契約
期間を変更することがあり得る。
納 入 期 日 平成 年９月３日（月）
納 入 場 所
ア 北海道浜頓別高等学校及び北海道利尻高等学校
イ 北海道利尻高等学校

２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。
平成 年北海道告示第 号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。
道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい
ることを証明した者であること。
当該調達物品に関し、要求仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明した者で
あること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
この入札は、地方自治法施行令（昭和 年政令第 号）第 条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者はアからウまでに定める
ところにより、２の 及び に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければな
らない。
ア 申 請 の 時 期 平成 年６月 日（火）から７月３日（火）まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号 稚内市末広４丁目２番 号

北海道教育庁宗谷教育局企画総務課
審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。

４ 契約条項を示す場所
北海道教育庁宗谷教育局企画総務課

５ 入札執行の場所及び日時
入 札 場 所 稚内市末広４丁目２番 号 北海道宗谷合同庁舎４階５号会

議室（送付による場合は、郵便番号 北海道教育庁
宗谷教育局企画総務課）

入 札 日 時
ア 平成 年７月 日（月）午前 時 分
イ 平成 年７月 日（月）午前 時
（送付による場合は、平成 年７月 日（金）までに必着のこと。）
開 札 場 所 に同じ。
開 札 日 時 に同じ。

６ 入 札 保 証 金
平成 年北海道告示第 号の１ による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
交 付 場 所 ４に同じ。
交 付 方 法 の場所で交付する。

なお、電子メールによる交付を希望するものは、その旨を北
海道教育庁宗教育局企画総務課（メールアドレス

＠ ）に申し込むこと。
８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は、次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和 年北海道規則 号）第 条第１項の規定により定めた予定価
格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入札
（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。
９ そ の 他
平成 年北海道告示第 号の４の 、 、 、 、 、 及び によるほか、次によ

る。
入札金額等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い
ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 分の５に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消費税等に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった１月当たりの契約金額の
分の に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 落札者となったものは、落札後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者
であるかを申し出ること。ただし、落札者が共同企業体の場合であって、その構成員
の一部に免税事業者がいるときは、共同企業体消費税等免税事業者申出書を提出する
こと。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
ア 名 称 北海道教育庁宗谷教育局企画総務課
イ 所 在 地 郵便番号 稚内市末広４丁目２番 号
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電話番号

．
．
．

．
．
．

．

道 公 安 委 員 会 告 示

北海道公安委員会告示第 号

北海道公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年６月 日

北海道公安委員会委員長 矢 吹 徹 雄
北海道公安委員会公印規程の一部を改正する規程

北海道公安委員会公印規程（昭和 年北海道公安委員会告示第 号）の一部を次のように
改正する。

道公安委員会圧印の項中「受験票及び合格証」を「受検票及び合格証明書」に改め、同部北
海道公安委員会小印の項中「講習終了証明書」を「講習修了証明書」に改める。

附 則

この規程は、平成 年６月 日から施行する。

道函館方面公安委員会告示

北海道函館方面公安委員会告示第 号

北海道函館方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年６月 日

北海道函館方面公安委員会委員長 外 山 茂 樹
北海道函館方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程

北海道函館方面公安委員会公印規程（昭和 年北海道函館方面公安委員会告示第 号）の
一部を次のように改正する。

別表専用公印の部北海道公安委員会印の項中

「

」

を

４ 銃砲刀剣類製造（製作、販
売）業、模造けん銃、模擬銃
器の製造（輸出）業、備付け
銃及び猟銃等保管業の届出済
証明及び記載事項変更届出済
証明の押印

「

に、「合格証」を「合格証明書」に改め、同部北海

４ 銃砲刀剣類製造等届出書、
教習用備付け銃等届出書、猟
銃等保管業届出書、準空気銃
製造等届出書、模造けん銃製
造等届出書及び模擬銃器製造
等届出書の届出済証明及び記

載事項変更届出済証明の押印
」

別表専用公印の部北海道函館方面公安委員会印の項中

「

」

４ 銃砲刀剣類製造（製作・
販売）業、模造けん銃、模
擬銃器の製造（輸出）業、
備付け銃及び猟銃等保管業
の届出済証明及び記載事項
変更届出済証明の押印

を

「

」

に、

４ 銃砲刀剣類製造等届出
書、教習用備付け銃等届出
書、猟銃等保管業届出書、
準空気銃製造等届出書、模
造けん銃製造等届出書及び
模擬銃器製造等届出書の届
出済証明及び記載事項変更
届出済証明の押印

「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明書の押印

を
「

７ 少年指導委員証及び少年
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に改め、同部北海道函館方面公安委員会圧印の項中「少年指導委員身分証明書」の次に「、
警備員等の検定に係る合格証明書」を加え、同部北海道函館方面公安委員会小印の項中「古
物商許可証」の次に「及び古物市場主許可証」を加え、「講習終了証明書」を「講習修了証
明書」に改める。

附 則

この規程は、平成 年６月 日から施行する。

道旭川方面公安委員会告示

北海道旭川方面公安委員会告示第 号

北海道旭川方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年６月 日

北海道旭川方面公安委員会委員長 山 下 裕 久
北海道旭川方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程

北海道旭川方面公安委員会公印規程（昭和 年北海道旭川方面公安委員会告示第 号）の
一部を次のように改正する。

に改め、同部北海道旭川方面公安委員会圧印の項中「及び少年指導委員身分証明証」を「、
少年指導委員身分証明書、警備員等の検定に係る合格証明書」に改める。

附 則

この規程は、平成 年６月 日から施行する。

道釧路方面公安委員会告示

北海道釧路方面公安委員会告示第 号

北海道釧路方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年６月 日

北海道釧路方面公安委員会委員長 小 西 保 男
北海道釧路方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程

北海道釧路方面公安委員会公印規程（昭和 年北海道釧路方面公安委員会告示第 号）の
一部を次のように改正する。

指導委員身分証明書の押印
８ 警備員等の知識及び能力
に関する検定に係る合格証
明書の押印

」

別表専用公印の部北海道旭川方面公安委員会印の項中

「

」

４ 銃砲刀剣類製造（製作販
売）業、模造けん銃、模擬
銃器の製造（輸出）業、備
付け銃及び猟銃等保管業の
届出済証明及び記載事項変
更届出済の証明の押印

を

「

」

に、「人命救助等に従事する者の届出済証明書」を

４ 銃砲刀剣類製造等届出
書、教習用備付け銃等届出
書、猟銃等保管業届出書、
準空気銃製造等届出書、模
造けん銃製造等届出書及び
模擬銃器製造等届出書の届
出済証明及び記載事項変更
届出済証明の押印

「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明証の押印

を
「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明書の押印
８ 警備員等の知識及び能力
に関する検定に係る合格証
明書の押印

「人命救助等に従事する者届出済証明書」に、

別表専用公印の部北海道釧路方面公安委員会印の項中

「

」

４ 銃砲刀剣類製造（製作・
販売）業、模造けん銃、模
擬銃器の製造（輸出）業、
備付け銃及び猟銃等保管業
の届出済証明及び記載事項
変更届出済証明の押印

を

「

に、

４ 銃砲刀剣類製造等届出
書、教習用備付け銃等届出
書、猟銃等保管業届出書、
準空気銃製造等届出書、模
造けん銃製造等届出書及び
模擬銃器製造等届出書の届
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に改め、同部北海道釧路方面公安委員会圧印の項中「古物行商許可証、」を削り、「少年指
導委員身分証明書」の次に「、警備員等の検定に係る合格証明書」を加え、同部北海道釧路
方面公安委員会小印の項中「、古物行商許可証」を「及び古物市場主許可証」に、「講習終
了証明書」を「講習修了証明書」に改める。

附 則

この規程は、平成 年６月 日から施行する。

道北見方面公安委員会告示

北海道北見方面公安委員会告示第 号

北海道北見方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年６月 日

北海道北見方面公安委員会委員長 池 田 彰
北海道北見方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程

北海道北見方面公安委員会公印規程（昭和 年北海道北見方面公安委員会告示第 号）の
一部を次のように改正する。

に改め、同部北海道北見方面公安委員会圧印の項中「古物行商許可証、」を削り、「及び少
年指導委員身分証明書の写真ちょう付欄」を「、少年指導委員身分証明書、警備員等の検定
に係る合格証明書」に、「写真の契印」を「写真ちょう付欄の契印」に改め、同部北海道北
見方面公安委員会小印の項中「、古物行商許可証」を「及び古物市場主許可証」に、「講習
終了証明書」を「講習修了証明書」に改める。

附 則

この規程は、平成 年６月 日から施行する。

「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明証の押印

を
「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明書の押印
８ 警備員等の知識及び能力
に関する検定に係る合格証
明書の押印

を

「

」

に、

４ 銃砲刀剣類製造等届出
書、教習用備付け銃等届出
書、猟銃等保管業届出書、
準空気銃製造等届出書、模
造けん銃製造等届出書及び
模擬銃器製造等届出書の届
出済証明及び記載事項変更
届出済証明の押印

「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明書の押印

を
「

」

７ 少年指導委員証及び少年
指導委員身分証明書の押印
８ 警備員等の知識及び能力
に関する検定に係る合格証
明書の押印

出済証明及び記載事項変更
届出済証明の押印

」

別表専用公印の部北海道北見方面公安委員会印の項中

「

」

４ 銃砲刀剣類製造（製作・
販売）業、模造けん銃、模
擬銃器の製造（輸出）業、
備付け銃及び猟銃等保管業
の届出済証明及び記載事項
変更届出済証明の押印
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